
 

●消費者安全法（抜粋） 

 

第四節 消費者安全の確保のための協議会等 

（消費者安全確保地域協議会） 

第十一条の三 国及び地方公共団体の機関であって、消費者の利益の擁護及び増進に関連

する分野の事務に従事するもの（以下この条において「関係機関」という。）は、当該地

方公共団体の区域における消費者安全の確保のための取組を効果的かつ円滑に行うため、

関係機関により構成される消費者安全確保地域協議会（以下「協議会」という。）を組織

することができる。 

２ 前項の規定により協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、病院、

教育機関、第十一条の七第一項の消費生活協力団体又は消費生活協力員その他の関係者

を構成員として加えることができる。 

（協議会の事務等） 

第十一条の四 協議会は、前条の目的を達成するため、必要な情報を交換するとともに、

消費者安全の確保のための取組に関する協議を行うものとする。 

２ 協議会の構成員（次項において単に「構成員」という。）は、前項の協議の結果に基づ

き、消費者安全の確保のため、消費生活上特に配慮を要する消費者と適当な接触を保ち、

その状況を見守ることその他の必要な取組を行うものとする。 

３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認めるとき、

又は構成員が行う消費者安全の確保のための取組に関し他の構成員から要請があった場

合その他の内閣府令で定める場合において必要があると認めるときは、構成員に対し、

消費生活上特に配慮を要する消費者に関する情報の提供、意見の表明その他の必要な協

力を求めることができる。 

４ 協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体において処理する。 

（秘密保持義務） 

第十一条の五 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、協議会

の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第十一条の六 前三条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

協議会が定める。 
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（協議会の事務等） 

第八条の十六 法第十一条の四第三項の内閣府令で定める場合は、消費者安全確保地域協

議会の構成員が行う消費者安全の確保のための取組に関し他の構成員から要請があった

場合とする。 

 

 

 

参考資料１－２ 



 

●広島市消費生活条例（抜粋） 

 

 （審議会） 

第３２条 第７条の２第２項（同条第４項において準用する場合を含む。），第１１条第３

項（第１２条第４項及び第１３条第３項において準用する場合を含む。）及び第１６条第

２項の規定によりその権限に属するものとされた事項について，市長の諮問に応じて調

査し，又は審議するため，広島市消費生活審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は，前項に定めるもののほか，消費生活に関する重要な事項について，市長の

諮問に応じて調査し，又は審議することができる。 

３ 審議会は，委員１０人以内で組織する。 

４ 審議会の委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱し，又は任命する。   

(1) 学識経験を有する者 

(2) 消費者を代表する者 

(3) 事業者を代表する者 

(4) その他市長が必要と認める者 

５ 審議会の委員の任期は，２年とし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

ただし，再任を妨げない。 

６ 特別の事項を調査し，又は審議させるため必要があるときは，審議会に専門委員を置

くことができる。 

７ 審議会の専門委員は，当該特別の事項に関する調査又は審議が終了したときは，解嘱

されるものとする。 

 

８ 審議会の委員及び専門委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を

退いた後も同様とする。 

９ 前各項に定めるもののほか，審議会の組織及び運営に関し必要な事項は，規則で定め

る。 
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(部会) 

第２６条 審議会に、必要があるときは、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によってこれを定める。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、部会に属する 委員のうちか

ら部会長があらかじめ指名する者がその職務を代理する。 

 

 

 

 


